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Ⅰ はじめに

我が国の特殊教育における教育課程の基準は 「盲，

学校，聾学校及び養護学校学習指導要領」に示されて

きた。これは国の基準であり，10年を周期に，改訂さ

れてきている。この改訂については，教育課程の編成

・実施の実態等の調査・分析しつつ，不断に見直し，

その改善に向けた検討を行っていくことが必要である

とされている。このため，従来，基準の改訂時に必要

に応じて設置されてきた教育課程審議会の在り方が見

直された。

特殊教育における教育課程の基準を検討していく上

では，現行の学習指導要領の実施状況の検討，実施上

の課題の検討に加え，海外の教育動向を踏まえること

も必要となる。情報化社会の発展とともに，グローバ

ルな状況を考慮した教育政策が求められるし，特に障

害児者の施策については，国際的な取組から影響を受

ける部分が強いため，海外の情報は欠くことのできな

い要素であろう。

しかしながら，通常の教育における教育課程や教科

書に関する国際比較研究 はあるものの，特殊教１）２）

育に関する国際比較研究は少ない。さらに，特殊教育

に関する研究でも統合教育・インクルージョン教育

，関係者の連携・協力について や生涯学習に関３ ４））

する研究 はあるが，教育課程についての研究はな５）

い。

そこで，本研究においては，主要国（イギリス，ド

イツ，イタリア，アメリカ，フランス）の特殊教育に

対応する教育課程の基準を中心に，教育の目標，教育

課程の構造，教育課程とその評価について検討し，各

国の教育課程についての課題，我が国の教育課程の基

準を改善していく上での視点を検討することを目的と

する。

Ⅱ 主要国の教育課程

特殊教育に対応する教育の教育課程について検討す

る前提として，各国の教育の概要を整理したものが資

料１である（ ) 。資料１には，通常Sharon,O.;2002 ６）

の教育に関する教育制度等の概略であり，別表で教育

の目的，初等教育における教科，前期中等教育の教科

等を示した。

基礎情報の項目を基に，各国の状況を整理した一覧

表が表１である。表１は，特殊教育に対応する教育に

ついて，その教育課程の基準の有無，通常の教育課程

とのつながり，個別の指導計画等について要点をまと

めたものである。

１．通常教育と特殊教育の区別，教育の目標について

特殊教育に対応する教育課程について検討していく

前提して，その教育の目標がどのように規定されてい

るかが問題となる。さらに，基本的に学校教育の在り

方として，通常教育と特殊教育が区別されているかが

重要であろう。この問題は教育の制度が単線か，複線

かという議論であるが，教育課程の在り方の基本とな

る問題である。

では，1981年教育法により「障害カテゴリイギリス

ー」に替わって 「特別な教育的ニーズ」という概念，

が導入されて，その結果として特別学校と小中学校を

明確に区別する概念はなく，特別な教育的ニーズのあ

る子どもの教育という領域となっている。

では，通常教育と特殊教育の区別があり，そドイツ

れぞれの教育課程が異なる。教育目標は同じだが，学

習指導要領に目標達成について，異なる手段の規定が

ある。憲法第３条３項第２で 「何人といえども障害，

のため不利益を受けてはいけない」と規定され，学校

教育では学校での教育と授業が生徒の能力に対応し，

特別な出費を必要とせず，また妥当な投資で特殊教育

促進が可能であれば，通常学校への通学は障害の理由

だけで拒否できない。特殊学校においては，どの特殊

学校が相応しいかでなく，どのような支援が受けられ

るか，によって教育の場が検討されるようになってき

ている。

， 。イタリアでは 通常教育と特殊教育との区別はない

1948年の共和国憲法の基本原理第３条において 「す，

べての国民は，同等の社会的尊厳を有し法律の前に平

等で，性別，人種，言語，宗教，政治的意見，個人的

及び社会的条件によって差別されることはない」とこ
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とされ，同憲法第1部第2章第34条の第１項において，

「学校は，すべての者に開かれる 」とし，1977年か。

らすべての特殊教育学校が廃止された。1992年の法律1

04号「障害者の援助，社会的統合および諸権利に関す

る基本法」に基づいて，現在，通常の教育にすべての

障害のある幼児児童生徒が統合されている。

では，障害のある子どものために，特別なアメリカ

教育基準は規定されていない。教育の目標は通常の教

育と同じである。個々の子どもの状況に応じた支援プ

ログラムを用意するということである。教育サービス

の連続体（ )という用語が示すとContinuumm of Service
おり，通常教育と特殊教育の区別は不明確である。

では，通常教育と特殊教育の区別が存在すフランス

ると言えるが，特定の障害がある，あるいは，規定さ

れた障害の程度によって，特殊教育への措置が，あら

かじめ定められているわけではない。

European Agency for Development in Special Needs
は，特殊教育に対応する教育を含めEducation(2003) ７）

た学校教育の在り方を３つにタイプ分けしている。

第１が「単一アプローチ」であり，ほとんどの障害

のある児童生徒に小中学校で教育を提供しようと政策

や実践を展開している国である。これらの国は，イタ

リアやノルウェー等であり，小中学校で幅広い教育サ

ービスを工夫している。

第２が「多重アプローチ」であり，インクルージョ

ンに対して多重政策的な国であり，通常教育と特殊教

育を連続的な教育と考え，両者の間に多様なタイプの

教育サービスを提供する国である。これらの国には，

イギリスやフランス，フィンランド等がある。

第３が「二重アプローチ」であり，通常教育と特殊

教育が明確に区別され，障害があると判断されれた児

童生徒は，特別学校か特殊学級で教育を受ける。これ

らの児童生徒は通常のカリキュラムでは学習できない

としている国であり，スイスやベルギーがある。

また，ドイツやオランダは，二重アプローチの国で

あるが，近年はその仕組を，多重アプローチに変更し

ようと模索している。

このような学校教育の在り方の違いは，その特殊教

育に対応する教育課程に大きな影響を与えることが推

測される。

２．国で定めた教育課程の基準について

次に，障害のない児童生徒の教育である小中学校の

教育課程について，国として何らかの基準又はガイド

ラインがあるかが問題になる。

では，1988年教育改革法で，ナショナルカイギリス

リキュラムが導入された。義務教育の対象である５歳

から16歳までの子どもを対象とする。このナショナル

， 。カリキュラムが適用される対象は 公立の学校である

私立の学校等は独自の教育課程による。

は，連邦国家であり，国の教育課程はなく，ドイツ

各州が独自に教育課程の基準を決めている。

では，公教育省が定めた各学校の教育指針イタリア

がある。例えば，教育省令で定められた「幼稚園のた

めの指針 ，大統領令で定められた「小学校の教育プ」

ログラム」がある。これらの指針等は，国立，公立，

私立すべての学校に適用される。

では，連邦法より各州毎に，カリキュラムアメリカ

の基準（ ： ）を設けることがSOL Standards of learning
規定されている。

さらに， では，通常教育において，国で定フランス

。 ，めた教育課程の基準がある 1989年教育基本法により

， ，学習指導要領が定められる課程について 第４条中に

， ， ， 。幼稚園 小学校 コレージュ リセが規定されている

このように国として小中学校の教育課程の規準を規

定しているのが，イギリス，イタリア，フランスであ

り，州ごとの規定しているのがドイツ，アメリカとな

。 ， ，っている つまり どのレベルかを問題としなければ

どの国においても学校教育で学習する内容を規定して

いる。

３．特別学校の教育における教育課程の基準について

次に特別学校における教育課程の基準についてであ

る。

は，1977年法律第517号によって 「障害のイタリア ，

ある児童は通常の教育を受けること」とされ，すべて

の特別学校が廃止された。その点からは，特別学校の

教育課程の規準という設問自体が意味をなさない。

その他の ， ， ， にイギリス ドイツ フランス アメリカ

は特別学校（分離された特殊学級を含む）があり，在

European Agency for籍する児童生徒の割合は，

，Development in Special Needs Education(2003)によれば

1.1％，4.6%，2.6％，0.6％である。

それぞれに特別学校の教育課程の基準があるのか，

また小中学校における教育課程の基準とのつながりが

問題となる。

は，基本的に小中学校と同じナショナルカイギリス

リキュラムに従いつつ，ナショナルカリキュラムのレ

ベル１以下の生徒の達成目標をどのように設定するか

Supportingについての教育技能省ガイドラインがある（

the Target Setting Process Guidance for effective：

target setting for pupils with special educational
８）needs）。
では，教育課程の基準は，州毎に決められてドイツ
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いる。特殊学校の呼称も各州によって異なり，学習指

導要領の示し方も様々である。しかし，1994年に「ド

イツ連邦共和国学校教育における特殊教育の促進を目

的とする勧告」が常設文部大臣会議で議決された。こ

の勧告の中で特殊教育における８つの支援重点領域が

示された。これにより各州の学習指導要領は学校種毎

ではなく，支援重点領域毎の学習指導要領に改訂され

きている。最近の傾向として，ドイツには自閉症の学

校はないが，自閉症に関連にした支援重点による学習

指導要領が新規に作成されたり，作成を計画している

州もある。この支援重点領域の学習指導要領は通常の

学校にいる障害のある子どもにも用いられる。

では，通常教育と特殊教育の区別はないたアメリカ

めに，障害のある子ども（特殊教育）の教育課程の基

準はない。特殊教育の領域では，個別教育計画に基づ

き学習内容が構成されている。アメリカの特殊教育政

策の枠組を規定するIDEAでは，障害のある子どもが

低い就職率にあることや教師等の関係者が子どもの学

習に低い期待しか持っていないことが指摘された。そ

して改善の方法の一つとして，障害のある子どもも通

常の教育課程や評価に，可能であれば参加することが

強調されている。つまり，個別教育計画を作成する上

でも，通常の教育課程と評価を前提とすることが求め

られている。

では，1989年教育基本法により，幼稚園，フランス

小学校，コレージュ，リセにおいて，教育課程が定め

られ，それらの学習指導要領はあるが，他の規定は見

あたらない。したがって，特殊教育の範囲で言えば，

コレージュに置かれる特殊教育部門（SES）/一般教

養及び職業適性部門（SEGPA （SESは，1989年に）

SEGPAに転換するとされたが，両方が存在する ）に。

対して学習指導要領が規定される。一方，地域適応教

育機関（EREA：旧国立ペルフェクションモン学校，

多くは全寄宿舎制を持つ障害のある生徒の職業自立学

校；国民教育省の特殊教育学校）には，教育活動計画

( )があり，教育の原理と目標が規L'action Pedagogique
定されている。SES/SEGPAを終えた場合，16歳以上

の生徒は職業リセ等で延長して教育を受けること，あ

lycéesるいは，EREAは，順次適応教育リセ（

）へ切り替えること（学校のためd'enseignement adapté
の新しい契約 ソルボンヌ158の決定( )）と16 juin 1994
なれば，現在のEREAがリセになった時点でナショナ

ル・カリキュラム/学習指導要領が整備されると読め

る。また，集団統合学級（CLIS：障害別に４種類が

あり，コレージュには，1995年に規定されたCLIS1の

受け皿である統合ユニット（UPI）がある ）につい。

て，障害に応じた教育を行うが，あくまで，通常の幼

稚園の指針，小学校における教育プログラムや指導に

照らして目標が設定されること（CLISを規定する通

達： ）になってCirculairn n 91-304 du 18 novembre 1991。

おり，個別の指導計画，個別の統合計画が義務づけら

れている。一方，厚生省系のEMP等では，ナショナ

ル・カリキュラム/学習指導要領は存在しない。それ

ぞれに独自の教育目標，カリキュラム，個別の指導計

画を有している。また，CLISや通常学級の子どもがE

MPの在籍である場合も報告されており，実態はさら

に複雑と思われる。

特別学校における教育課程の基準が規定されている

国として，ドイツとフランスがあげられるが，今後は

小中学校の教育課程の基準とのつながりについて検討

していくことが課題であろう。

４．個別教育計画，個別の指導計画について

特殊教育に対応した教育課程を検討していく際に，

学校の教育課程と個別の指導計画（個別教育計画）と

の関連性やつながりが問題となる。

では，特別な教育的ニーズを明記とし，そイギリス

れに応じる手だて等を明記した公的書類（ ）Statement
Individualと具体的な指導計画である個別教育計画（

） 。 ，Education Plans が活用されている 個別教育計画は

ニーズのある子どもについて，その保護者や他の関係

者と協議しながら，学校内で，教師によって準備され

る実践的な授業の計画である。ニーズのある子どもが

５人にひとりとすれば，子ども10人にひとり以上程度

はこの個別教育計画を作成していると考えられる。こ

の個別教育計画は，1993 年に教育法に基づく，1994

年の教育施行令における実施規則で規定された。

では，文部大臣会議の勧告により各州で，個ドイツ

別の指導計画について，学習指導要領に規定する動き

がある。既に各地域で自主的に個別の指導計画を作成

している学校がある。ノルトライン・ヴェストファレ

ン州では，新しい学習指導要領には，個別指導計画が

規定される予定である。

Piano Educativoイタリアでは，この個別教育計画(

)が学習内容を決める際に鍵となっていIndividualizzato
る。個別教育計画は，1992年法律第104号第12条に規

定された教育・学習の権利の実現を目的として一定の

期間，障害を持った状態にある生徒のために準備され

るものである。障害の状態にある児童の教育，知育，

学校での統合の権利の完全な実現を目的とした種々の

実務を提案するものである。それは，1994年共和国大

統領令及び「障害を持った児童に対する地方保健衛生

局の職務についての方針と調整の法律文書に基づい

て，①家族が地域保健機構( )に対Unita Sanitaria Locale
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して，機能診断書作成を申請，②(新就学の場合)家族

， ，が入学申請の際に学校へ機能診断書を提出 ③(進学

転校の場合)在籍校から，生徒に関する情報，動態－

機能プロフィール( )，個別教Profilo Dinamico Funzionale
育計画をこれから通う学校に提出，④必要な人材を派

遣するよう要求，⑤教育委員会を通して，専門の教員

が派遣される，⑥地方自治体(コムーネ)からアシスタ

ント，教育スタッフ，コミュニケータが派遣される，

⑦関係者のミーティング，⑧学校とUSLの関係者が，

障害児の家族の協力の下で動態－機能プロフィールを

作成，USLのスタッフが学校内での必要性について協

議，⑨USLの専門家と，支援教師等の教員，コムーネ

， ，から派遣されるスタッフにより 個別教育計画を作成

障害児の家族はその作成，結果確認に協力，⑩USLの

専門家は，就学後学校を定期的に訪問し，関係教師と

の協議，支援教師等の研修等によりフォローアップ，

という手続きを取る。

アメリカでは，IDEA( )Individuals with Disabilities Act
のもと，障害のある子どもについて，個別教育計画

（ ）が作成され，IEP: Individualized Education Program
この計画に基づいて教育が行われている。また，0-2

歳までは，子どものニーズと同時あるいはより多く家

族のニーズに焦点をあてた個別家族サービス計画(IFSP)

がある。作成の手続きは，州によって異なる。

親は教育の場にかかわるあらゆる決定に参加する権

利がある。会議は少なくとも毎年一回行い，生徒の個

別的ニーズに基づいて行うこと。決定は，アセスメン

トの情報に基づかなければならず，障害のレッテルあ

るいはスタッフの都合によって行われてはならないこ

とが法律及び規則で規定されている。

では，厚生省系のIMP等においては，我がフランス

国でいう「自立活動中心」あるいは，保護された環境

における職業的自立を目指すための，独自の教育目標

とカリキュラムをもつ。また，これらは個別の指導計

画に基づいて実施される。この場合，サービスの関わ

る医師や療法士などの意見を明記して，両親と提供さ

れるサービス(SESSAD, SSEFIS等)の責任者が署名す

る。

さらに，通常学校内に設置されるCLIS等では，個

， 。別の指導計画 個別の統合計画が位置づけられている

個別の統合計画は，学校の長，地方の特殊教育委員会

（CDES）あるいは，より狭い学区の特殊教育委員会

， 。(CCSD/CCPE)の責任者 両親の３者がサインをする

ドイツを除き，法的に個別の指導計画作成が規定さ

れていて，類似した教育計画が作成されている。

５．障害のある子どもに対して取り得べき手だてを規

定した法律等について

児童生徒に障害がある場合には，小中学校の教育課

程の内容をそのまま学習することが困難となり，何ら

かの方法で，障害の特性や学習の困難さに応じて，そ

の内容を修正しなければならない。このような教育課

程の修正，教授方法の工夫について，どのように法的

に規定しているかが問題となる。

では，すべての教科の学習指導要領にインイギリス

クルージョン声明が示されている。その内容は，①学

校はすべての子どもに対して，幅広いバランスの良い

教育課程を提供する，②学校は，子どもの多様な学習

ニーズに応じる，③個別又は集団における学習や評価

の際に生じる障壁（バリア）をなくすであった。この

声明にもとづき学校の教育課程を編成することを通し

て，ナショナルカリキュラムが適用されない部分が最

９）小限になるように努めることが求められている。

Disabilitiesまた，1995年障害者差別禁止法（

) ，さらに2001年特別な教育Discrimination Act 1995
Special Educational Needs and的ニーズと障害法（

）において，学校教育における差Disabilities Act 2001
別を禁止し，教育委員会は 「学校の教育課程に参加，

できる範囲を広げること 「児童生徒が理解できる方」

法で情報提供をすること」等について行動戦略計画を

作成することが求められている。

では 1994年の文部大臣会議で決議された ドドイツ ， 「

イツ連邦共和国の学校教育における特殊教育の促進を

目的とする勧告」により，各州で法整備が行われ特殊

教育の促進が図られている。ノルトライン・ヴェスト

ファーレン州では1994年に「学校における特殊教育促

進を継続的に展開するための法律」を基礎に，新しい

障害児教育を展開している。特殊教育促進が特殊学校

と同様に通常の学校の課題であることを明言してい

る。これにより障害のある子どもが通常の学校に通う

ことが可能となった。前述の文部大臣会議の勧告によ

り，障害学校種毎の学習指導要領から支援重点領域別

の学習指導要領に改められている。例えば，肢体不自

由のある子どもの学習指導要領は「身体的及び運動的

発達の支援重点に関する学習指導要領（Bayern州，

2001 」となっている。）

では，1992年法律104号「障害者の援助，イタリア

社会的統合及び諸権利に関する基本法」により 「障，

害によってその権利は妨げられない」とし，すべての

学校段階で，障害のある生徒が通常の教育を受ける権

利が保障された。さらに，1993年第81号法「障害の認
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定及び学校日常生活の支援に関する法律」によって，

具体的に学校生活を送る上での様々な支援が行われる

ようになった。

では，1973年のリハビリテーション法504アメリカ

条において，連邦政府の補助金を受ける事業やプログ

ラムにおいて，障害者に対する差別を禁止した。この

なかには，小学校や中学校の学校教育も含まれる。こ

， （ ）の規定は 1990年のADA American with Disabilites Act
において，より包括的な禁止が確立した。

では，学校のための新しい契約ソルボンヌフランス

158の決定（ ）において，教育一般におけ16 juin 1994
る視聴覚テクノロジー等の利用に関する記述が見られ

る。障害のある子どもへの教育では，CLISを規定す

る通達（ ）にCirculair n 91-304 du 18 novembre 1991。

おいて，2.5個別の指導計画と同様に，3.2支援テクノ

ロジーの活用（ ）が規定Utiliser les aides technologiques
される。全ての障害のある子どもが対象であるが，と

りわけ，感覚障害と運動障害への適用を促している。

コンピュータ，計算機，アンプ，拡大鏡，電話，ミニ

テル（現在はインターネットに転換 ，また，創造的。）

。 ，な学習へのマルチメディアなどに触れている 実際に

通常学校への統合教育を推進するための特殊教育サー

ビス（SESSAD等）においては，支援機器，教材等が

用意されており，上記の工夫が行われている。EREA

やIMP等においても支援機器やコンピュータが整備さ

れており，通達等があると思われる。

このようにいくつかの国では，障害を理由に通常の

教育課程にアクセスすることを制限することを禁止

し，同じ構造の中で，その学習における困難さに応じ

て，適切な内容と支援方法が提供される権利があるこ

とが規定されている。

さらに，イギリスやアメリカにおいては，通常の教

育課程に含まれない内容を指導する場合には，その根

拠等について個別教育計画に明記することを求めてい

る場合があった。

Ⅲ まとめとして

主要国の特殊教育に対応する教育課程についてその

特徴を取り上げてきた。それぞれの国において，特殊

教育に対応する教育の教育課程に関して，特徴的な取

組がみられた。①教育水準の向上とインクルージョン

の展開，②特殊教育に対応する教育が対象とする子ど

もの拡大，③同じ教育課程の基準を基礎に，④情報化

社会の発展に伴い，教育における情報機器の活用等が

課題となっている。

本論文をまとめるにあたり，棟方哲弥（情報教育研謝辞

究部）氏，松村勘由（聴覚・言語障害教育研究部）氏に協

力を得た。記して感謝いたします。
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る
子

ど
も

の
学

習
2
0
0
1年

「
ド

イ
ツ

連
邦

共
和

国
に

お
助

、
社

会
的

統
合

及
び

諸
権

利
に

ン
法

5
04

条
律

第
7
5-
5
3
4号

）

に
お

い
て

、
取

ら
な

け
れ

ば
特

別
な

教
育
的

ニ
ー

ズ
と

障
害

法
け

る
特

殊
教

育
の

促
進

を
目

関
す

る
基

本
法

」
1
9
9
3
年

第
8
1
号

1
99
0年

A
D
A

1
9
8
9
年

教
育

基
本

法
（

法
律

な
ら

な
い

手
だ

て
を

規
定

し
的

と
す

る
勧

告
1
9
9
4
年

学
法

「
障

害
の

認
定

及
び

学
校

日
常

1
99

7年
ID

E
A
修

正
第

8
9
-4
86

号
）

」
、

「

た
法

律
は

あ
る

か
校

に
お

け
る

特
殊

教
育

促
進

生
活

の
支

援
に

関
す

る
法

律
」

20
01
年

1
9
9
1
年

C
L
IS

を
規

定
す

る
通

を
継

的
に

展
開

す
る

た
め

の
N
o

C
h
il
d

L
ef
t
B
eh

in
d
方

達
（

通
達
9
1
-3
04

号
）

法
律

（
Ｎ

Ｒ
Ｗ

州
）

針
」



資
料

１
－

１
主

要
国

に
お

け
る

社
会

状
況

、
教

育
行

政
、

教
育

改
革

、
教

育
課

程
と

評
価

イ
ギ

リ
ス

ド
イ

ツ
イ

タ
リ

ア
日

本
フ

ラ
ン

ス
ア

メ
リ

カ
社

会
情

勢
9
9
年

1
5
歳

1
9
.2
(U

K
)

1
5
.5

1
4
.6

1
4
.8

1
8
.9

2
1
.4

以
下

の
割

合
%

失
業

率
%

6
.0

（
U
K
）

8
.7

1
1
.5

4
.7

1
1
.3

4
.2

9
8
年

教
育

費
G
D
P
比

%
ｍ

（
U
K
）

5
.7

4
.8

4
.8

6
.3

6
.9

教
育

行
政

国
の

レ
ベ

ル
教

育
担

当
省

連
邦

政
府

教
育

担
当

省
教

育
担

当
省

教
育

担
当

省
連

邦
政

府
第

2
レ

ベ
ル

）
(1
6
)

地
方

（
2
0
）

）
(3
1
)

州
（

5
0
）

地
方

教
育

局
（

1
5
0

地
方

・
県

（
4
7

La
nd
er

ac
ad
em
ie
s

第
3
レ

ベ
ル

地
方

地
区

3
0
0
0
+

地
方

地
区

pr
ov
in
ce
s
co
m
m
un
es

地
方

（
2
2
）

部
（

1
0
1
）

棟

学
校

学
校

理
事

会
学

校
評

議
員

学
校

教
育

の
目

的
別

表
１

改
革

枠
組

み
8
8
/
9
6
/
9
8
/
0
2

4
9
/
7
1
/
9
0
/
9
4

4
8
/
9
4
/
0
1

4
7
/
0
2

8
9
/
9
4

8
9
/
9
4
/
9
9
/
0
2

教
育

課
程

8
8
/
9
6
/
0
0

該
当

し
な

い
8
9
/
9
9

8
9
/
9
4
/
9
5

該
当

し
な

い
評

価
8
8
/
9
6
/
9
7

7
7
/
9
6
/
9
7

8
5
/
8
9

6
9
/
0
2

該
当

し
な

い
7
1
/
9
4
/
9
7

幼
稚

園
改

革
9
8

9
3
/
9
6

6
8
/
9
1

0
2

8
9

該
当

し
な

い
初

等
教

育
課

程
9
5
/
9
7
/
9
8
/
0
0

9
4

8
5
/
9
1

8
9
/
9
9
/
0
0
-0
2

9
1
/
9
5
/
0
2

該
当

し
な

い
中

等
教

育
課

程
9
5
/
9
7
/
0
0

9
3
/
9
6

7
9
/
0
1

8
9
/
9
9
/
0
0
-0
2

9
5
/
9
9
/
0
1

該
当

し
な

い
入

試
改

革
8
8
/
9
9
/
0
0
/
0
2

7
1
/
9
4
/
9
7
/
9
9

7
9
/
9
2
/
9
7

8
5
/
8
7
/
9
9
/
0
1

該
当

し
な

い

義
務

教
育

期
間

開
始

5
6

6
6

6
6

1
6

1
8

1
5

1
5

1
6

1
6

卒
業

最
低

年
齢

期
間

1
1

9
/
1
0
+
3
(部

分
)

9
9

1
0

1
0

別
表

２
初

等
教

育
課

程
別

表
３

前
期

中
等

教
育

課
程

評
価

及
び

入
試

○
な

し
○

な
し

○
な

し
全

国
/
標

準
テ

ス
ト

就
学

年
齢

4
/
5

6
な

し
な

し
な

し
多

様
評

価
年

齢
7
/
1
1
/
1
4

1
5
/
1
6

1
1
/
1
4

1
5

8
/
1
1
/
1
5

多
様

Sh
ar
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O
'D
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ll(
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),
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lR
ev
ie
w
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C
ur
ric
ul
um

an
d
A
ss
es
sm
en
tF
ra
m
ew
or
k

U
K
；

連
合

王
国

、
ｍ

；
デ

ー
タ

な
し

Q
ua
lif
ic
at
io
ns
an
d
C
ur
ric
ul
um

A
ut
ho
rit
y
(Q
C
A
)
an
d
N
at
io
na
lF
ou
nd
at
io
n
fo
r
Ed
uc
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io
na
l

R
es
ea
rc
h
(N
FE
R
).



資
料

１
－

２
主

要
国

に
お

け
る

教
育

の
目

的

イ
ギ

リ
ス

ド
イ

ツ
イ

タ
リ

ア
日

本
フ

ラ
ン

ス
ア

メ
リ

カ

優
秀

さ
･
教

育
水

準
の

向
上

×
×

個
人

の
発

達
価

値
、

英
知

・
規

範
×

精
神

・
人

格
的

発
達

×
社

会
性

の
発

達
個

人
的

資
質

機
会

均
等

・
多

様
な

文
化

国
と

し
て

の
経

済
×

×
職

業
、

大
人

の
生

活
へ

の
準

備
基

礎
ス

キ
ル

読
み

書
き

計
算

科
学

的
技

術
的

ス
キ

ル
継

続
高

等
教

育
の

基
礎

知
識

・
ス

キ
ル

・
理

解
市

民
教

育
・

地
域

・
民

主
主

義
文

化
（

遺
産

・
文

学
）

創
造

性
×

母
国

語
以

外
の

言
語

ス
キ

ル
×

×
×

環
境

×
×

健
康

・
体

育
・

余
暇

生
涯

学
習

×
×

親
の

参
加

×
特

別
な

教
育

的
ニ

ー
ズ

へ
の

対
応

（
、

）
社

会
的

不
利

優
秀

児
を

含
む

Sh
ar
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O
'D
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ne
ll(
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),
In
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rn
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io
na
lR
ev
ie
w
of
C
ur
ric
ul
um

an
d
A
ss
es
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en
tF
ra
m
ew
or
k

U
K
；

連
合

王
国

、
ｍ

；
デ

ー
タ

な
し

Q
ua
lif
ic
at
io
ns
an
d
C
ur
ric
ul
um

A
ut
ho
rit
y
(Q
C
A
)
an
d
N
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io
na
lF
ou
nd
at
io
n
fo
r
Ed
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io
na
l

R
es
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rc
h
(N
FE
R
).



資
料

１
－

３
主

要
国

に
お

け
る

初
等

教
育

の
教

育
課

程

イ
ギ

リ
ス

ド
イ

ツ
イ

タ
リ

ア
日

本
フ

ラ
ン

ス
ア

メ
リ

カ

0
1
国

語
（

読
み

書
き

）
0
2
地

方
言

語
の

選
択

×
×

×
×

×
0
3
外

国
語

１
×

0
4
算

数
0
5
科

学
0
6
環

境
×

0
7
情

報
技

術
×

×
0
8
工

学
・

技
術

×
×

0
9

歴
史

×
1
0

地
理

1
1
社

会
経

済
1
2
演

芸
・

文
化

教
育

・
ド

ラ
マ

×
×

1
3
芸

術
・

工
作

1
4
音

楽
・

ダ
ン

ス
1
5
体

育
・

ス
ポ

ー
ツ

1
6
健

康
×

×
1
7
道

徳
×

1
8
宗

教
教

育
オ

プ
シ

ョ
ン

オ
プ

シ
ョ

ン
プ

ラ
イ

ベ
ー

ト
×

1
9
技

術
・

家
庭

×
×

2
0

社
会

・
生

活
ス

キ
ル

×
2
1

欧
州

主
義

・
文

化
×

×
×

Sh
ar
on
O
'D
on
ne
ll(
20
02
),
In
te
rn
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io
na
lR
ev
ie
w
of
C
ur
ric
ul
um

an
d
A
ss
es
sm
en
tF
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m
ew
or
k

×
該

当
な

し
Q
ua
lif
ic
at
io
ns
an
d
C
ur
ric
ul
um

A
ut
ho
rit
y
(Q
C
A
)
an
d
N
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io
na
lF
ou
nd
at
io
n
fo
r
Ed
uc
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io
na
lR
es
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rc
h

(N
FE
R
).



資
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１
－

４
主

要
国

に
お

け
る

前
期

中
等

教
育

の
教

育
課

程

イ
ギ

リ
ス

ド
イ

ツ
イ

タ
リ

ア
日

本
フ

ラ
ン

ス
ア

メ
リ

カ

0
1
国

語
（

読
み

書
き

）
0
2
地

方
言

語
の

選
択

×
×

×
×

×
0
3
外

国
語

１
0
4
外

国
語

２
×

0
5
算

数
0
6
科

学
0
7
環

境
×

×
0
8
工

学
・

技
術

×
0
9
情

報
技

術
・

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

×
1
0

古
典

・
ギ

リ
シ

ャ
×

×
×

1
1

歴
史

×
1
2

地
理

×
1
3
社

会
1
4

経
済

・
ビ

ジ
ネ

ス
×

×
1
5
演

芸
・

文
化

芸
能

・
ド

ラ
マ

×
×

1
6
芸

術
・

工
作

1
7
音

楽
・

ダ
ン

ス
1
8
体

育
・

ス
ポ

ー
ツ

1
9
健

康
×

2
0
道

徳
×

2
1
宗

教
教

育
オ

プ
シ

ョ
ン

オ
プ

シ
ョ

ン
オ

プ
シ

ョ
ン

プ
ラ

イ
ベ

ー
ト

×
2
2
技

術
・

家
庭

×
2
3

社
会

・
生

活
ス

キ
ル

×
2
4
職

業
×

×
2
5

欧
州

主
義

・
多

文
化

×
×

Sh
ar
on
O
'D
on
ne
ll(
20
02
),
In
te
rn
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io
na
lR
ev
ie
w
of
C
ur
ric
ul
um

an
d
A
ss
es
sm
en
tF
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m
ew
or
k

×
該

当
な

し
Q
ua
lif
ic
at
io
ns
an
d
C
ur
ric
ul
um

A
ut
ho
rit
y
(Q
C
A
)
an
d
N
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io
na
lF
ou
nd
at
io
n
fo
r
Ed
uc
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io
na
lR
es
ea
rc
h

(N
FE
R
).




